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 地方自治法施行 60 周年を記念して、『地













 合併特例法は 1999 年の地方分権一括法
のなかで推進の方向に大きく方向を転換し、
その方向を引き継いだ現行法の期限が






































自主権の再検討」『税』(2008 年 1 月号)であ
り、いわゆる「ふるさと納税」のような格
差是正に向けての方策を講じる動きに対し
て、あるべき課税自主権の確立という方向
でアプローチし、地方税のあるべき要件を
丁寧に検討している。またそれらを通じて、
近年、地方税財政制度に対して安直な議論
が横行している状況を手厳しく批判してい
る。 
 もうひとつの高野幸大「分権改革の推進
に伴う課税自主権の拡大と租税法律主義を
めぐる課題－地方税法と税条例の法体系に
おける位置づけを中心として」『税』(2008
年２月号)である。高野論文は、地方公共団
体の課税権の法的な枠組みについて論究し、
「地方税において租税条例主義が重視され
るべきであるとしても、そのことにより、
同一の税目について地方公共団体ごとに過
度の不均衡が生じることは望ましいことで
はない」としている。 
 
